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証券コード 8023 
平成24年６月１日 

株 主 各 位 
 

東京都新宿区揚場町２番１号 
 

大興電子通信株式会社 
 

代表取締役社長  津 玉 高 秀 

 

第59回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。 

 さて、当社第59回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご案内申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、後記の株主総会参考書類をご検討いただき、

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、ご送付いただくか、インターネッ

トにより議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）において、賛否を入力される

か、いずれかの方法により、平成24年６月21日（木曜日）午後５時までに到着する

よう議決権をご行使していただきますようお願い申しあげます。 

敬 具 

記 
 
1. 日  時 平成24年６月22日（金曜日）午前10時 

2. 場  所 東京都中央区八重洲一丁目３番７号 

  八重洲ファーストフィナンシャルビル 

  ベルサール八重洲 ３階「Room ４」 

3. 株主総会の目的事項 

報 告 事 項 1. 第59期（自平成23年４月１日至平成24年３月31日）事業報告の

内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会

の連結計算書類監査結果報告の件 

2. 第59期（自平成23年４月１日至平成24年３月31日）計算書類の

内容報告の件 

決 議 事 項  

 第１号議案 取締役６名選任の件 

 第２号議案 監査役１名選任の件 

4. 議決権の行使等についてのご案内 

  【議決権の行使等についてのご案内】をご参照願います。 

以 上 
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎お願い 1.当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付

にご提出くださいますようお願い申しあげます。 
2.ご希望の株主様は、次回の株主総会から招集ご通知を電子メールで受

領することができますので、パソコン向けサイトから議決権行使サイ
ト (http://www.evote.jp/）でお手続きください。(携帯電話向けサ
イトではお手続きできません。また携帯電話用のメールアドレスを指
定することもできませんのでご了承ください｡） 

 

【議決権の行使等についてのご案内】 
 

1. 代理人による議決権の行使 
株主総会にご出席いただけない場合、議決権を有する他の株主１名を代理人と

して株主総会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明する書面
のご提出が必要となりますのでご了承ください。 

 
2. 株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類記載事項を

修正する場合の周知方法 
 株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正すべき
事項が生じた場合は、修正後の事項を当社ウェブサイト (http://www.daikodenshi.
jp/ir/index.html) に掲載いたしますのでご了承ください。 

 
3. 複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い 
  (1) 郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インタ

ーネットによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきます
のでご了承ください。 

  (2) インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に
行使された内容を有効とさせていただきます。また、パソコン向けサイト
と携帯電話向けサイトで重複して議決権を行使された場合も、最後に行使
された内容を有効とさせていただきます。 

 
4. 議決権の不統一行使に際しての事前のご通知方法 

議決権の不統一行使をされる場合には、議決権の不統一行使を行う旨とその理
由を書面により、平成24年６月18日（月曜日）までに到着するよう当社にご通知
ください。 

 
5. インターネットによる議決権行使のご案内 

お手続きは、後記の＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞
をご高覧のうえ、議決権行使サイト (http://www.evote.jp/）をご利用ください。 

 
以 上 
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〔添付書類〕 
 

事 業 報 告 

( 自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日 )

 

1. 企業集団の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過およびその成果 

   当連結会計年度のわが国経済は、東日本大震災による停滞からの緩やかな回

復基調が見られたものの、欧州各国の債務危機やタイの洪水被害、長期化する

円高やデフレ等の影響により、製造業をはじめとする多くの企業において業績

が悪化し、今後の景気後退が懸念されるなど、依然として先行きは不透明な状

況にあります。 

   当情報サービス業界におきましても、顧客の情報化投資に対する抑制傾向は

続いており、クラウドサービスに代表される新技術や事業継続ソリューション

等への関心は高いものの、従来型の情報システムへの投資判断は慎重になって

おり、これまでの事業領域における仕組みや実績にとらわれない、急速に変化

する顧客ニーズに応じた付加価値の高いＩＣＴサービスの創出および提供を強

く求められる状況となっております。 

   こうした環境のなか、当社グループは、「お客さま第一」と「品質向上」を

すべての基本とする経営姿勢のもと、顧客接点の増加に努め、受注活動を強化

するとともに、商品・人材・仕事のすべてにおいて徹底的に品質にこだわる経

営を進めることにより、非効率をなくし、利益率の向上を図ってまいりました。

また、当社グループ内においては、引き続き「５Ｓ×５Ｓ活動」を推進し、社

員一人ひとりの意識改革の徹底と企業風土の刷新を進めてまいりました。 

   具体的な施策としては、主要なビジネスパートナーである富士通株式会社と

の連携強化により、既存ビジネスの拡大および深掘を進めるとともに、生産管

理システムや調達システム等の自社ソリューションについて、クラウドサービ

スによる提供やグローバル展開への対応を視野に入れた機能強化を図るなど、

急速に変化する顧客ニーズに柔軟に対応できる利便性の高いサービスの提供に

努めることにより、中堅市場における「お客さま満足度日本一」の実現に向け

て取組んでまいりました。 

   その結果、当連結会計年度の業績は、受注高344億46百万円（前期比

98.5％）、売上高340億８百万円（前期比103.3％）となりました。利益面にお
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きましては、収益力の高い自社開発ソリューション販売に伴い売上総利益が伸

長するとともに、損益分岐点を引下げる経費削減計画の実行および地代家賃等

の固定費の削減に加え、将来の損失可能性を見積評価して計上しておりました

受注損失引当金が一部戻入れになったことにより、営業利益は８億78百万円

（前期比140.0％）、経常利益は８億46百万円（前期比139.3％）と増益となり

ました。 

   また、特別損失として投資有価証券評価損等６百万円を計上するとともに、

法人税、住民税及び事業税37百万円を計上した結果、当期純利益は８億８百万

円（前期比199.0％）と増益となりました。 

   事業部門別の業績は次のとおりであります。 

   なお、当社グループは、情報通信分野における機器の販売およびサービスの

提供を行う単一の事業活動を営んでいるため、事業部門別に記載しております。 

 

  【事業部門別売上高】 
 

期 別 

部 門 

第58期 

( 自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

第59期 
(当連結会計年度)

(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日) 

 

前 期 比 

百万円 百万円 ％

情 報 通 信 機 器 11,123 12,348 111.0 

ソリューションサービス 21,794 21,660 99.4 

合 計 32,917 34,008 103.3 

 
 (注) 当連結会計年度の売上における部門別割合は、情報通信機器部門が36.3％、ソリ

ューションサービス部門が63.7％であります。 

 

  【情報通信機器部門】 

   情報通信機器部門におきましては、富士通株式会社、富士通フロンテック株

式会社との連携強化によるサーバ機の販売拡大により、売上高は123億48百万

円（前期比111.0％）の増収となりました。 

 

  【ソリューションサービス部門】 

   ソリューションサービス部門におきましては、公共分野における予算執行の

遅延や民需分野における投資抑制の影響によるシステム開発案件の延伸が見ら

れましたが、全般的に堅調に推移し、ソフトウェアサービスの売上高は136億

82百万円（前期比99.2％）となりました。 
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   また、保守サービスの売上高は、ホスティングサービス等の高付加価値サー

ビスやハード販売伸長に伴う保守が堅調に推移したものの、引き続く単価下落

の影響もあり51億73百万円（前期比98.7％）に、ネットワーク工事の売上高は、

案件の小型化が進んでいるものの、医療分野における付帯工事やＩＤＣ関連工

事等が堅調に推移し、28億４百万円（前期比101.5％）となりました。 

   その結果、ソリューションサービス部門の売上高は216億60百万円（前期比

99.4％）となりました。 

 

 (2) 設備投資の状況 

   特記すべき設備投資および重要な設備の除却、売却等は行っておりません。 

 

 (3) 資金調達の状況 

   長期運転資金確保の為、平成23年６月30日に第５回無担保社債（株式会社東

京都民銀行保証付および適格機関投資家限定）３億円を発行いたしました。 

   また、その他運転資金につきましては、各取引金融機関との相対借入にて安

定した調達を行っております。 

 

 (4) 対処すべき課題 

   今後の見通しにつきましては、国内では消費税を含む税制改正による景況へ

の影響が、国外では引き続く欧州債務危機の行方が懸念材料となっており、個

人消費と企業業績の動向に対する不透明感を強めております。 

   このような環境のもと、当社グループでは、さらに峻別の度合いが増すと予

想される情報化投資において、顧客に選ばれる特長を有したＩＣＴ企業への脱

皮を中期的目標に据えるとともに、過去二期間に渡る退職金制度の変更による

退職給付費用の削減効果の終了にともない、より堅固な収益基盤の確立と、今

後のビジネス拡大に向けた財務体質の改善を当面の課題に位置づけております。

そのため、これまでも一貫して顧客接点増、品質改善、５Ｓ×５Ｓ活動などの

体質改善策を継続してきましたが、これらに加え第60期では、組織的な基盤と

して営業・ＳＥの両部門を業種別に統合し、製販一体型のビジネスユニットを

形成することで、収益性と財務効率の向上を実現する体制を整えております。 

   このビジネスユニットの利点を最大限に活かしながら、第60期の重点施策と

して以下の事項に取り組みます。 
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① 製販一体の組織で特色あるビジネスを推進することにより事業価値を高

めます。 

② 顧客接点増による「お客さま第一」を継続し、受注と売上を増加します。 

③ 商品・人材・仕事のすべてにおいて徹底的に品質にこだわる経営を進め

ることで、非効率をなくし利益率を向上します。 

④ 富士通株式会社グループとの連携強化により既存ビジネスを拡大します。 

⑤ 自社製品を活かした中堅企業向けのクラウドビジネスを確立します。 

⑥ 売掛債権の回収促進と在庫の圧縮をはかることで資金効率を改善します。 

 

   株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援、ご鞭撻を賜ります

ようお願い申しあげます。 
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 (5) 財産および損益の状況の推移 

  ① 企業集団の財産および損益の状況の推移 
 

期 別 
 

区 分 

第56期 

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 

第57期 

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

第58期 

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 )

 

第59期 
(当連結会計年度)

(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

 

売  上  高（百万円) 39,009 32,263 32,917 34,008

経常利益又は 
経 常 損 失(△) 

（百万円) △127 △690 607 846

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

（百万円) △563 △1,182 406 808

１株当り当期純利益 
又 は 当 期 純 損 失(△) 

△45円25銭 △94円99銭 32円69銭 65円07銭

総  資  産（百万円) 20,842 19,410 19,414 21,443

純  資  産（百万円) 3,452 2,401 2,876 3,762

 
 
  ② 当社の財産および損益の状況の推移 
 

期 別 
 

区 分 

第56期 

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 

第57期 

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

第58期 

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 )

 

第59期 
(当事業年度)

(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

 

売  上  高（百万円) 38,616 31,231 31,905 32,980

経常利益又は
経 常 損 失(△)

（百万円) △199 △885 517 852

当期純利益又は
当期純損失(△)

（百万円) △612 △1,257 374 818

１株当り当期純利益 
又 は 当 期 純 損 失(△) 

△49円20銭 △101円00銭 30円10銭 65円88銭

総  資  産（百万円) 20,465 18,859 18,818 20,927

純  資  産（百万円) 3,171 2,021 2,442 3,344
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 (6) 重要な子会社の状況 

   当社の連結子会社は下記の３社であります。 
 

会    社    名 資 本 金 
当社議決権 
比   率 

主 要 な 事 業 内 容 

百万円 ％ ・電子計算機の保守 
・建物附帯諸設備の保守管
理業務 

大興テクノサービス㈱ 20 55.56 
  

大興ビジネス㈱ 20 77.50 

・労働者派遣事業 
・ソフトウェアの開発およ
びソフトウェアに係る運
用管理業務 

㈱サイバーコム 137 96.46 ソフトウェアの開発業務 

 (注) 大興テクノサービス株式会社は、平成24年３月23日開催の臨時株主総会により、
その他利益剰余金の額を10,000千円減少し、その全部を資本金に組み入れ、資本
金の額を20,000千円に増額いたしました。 

 

 (7) 主要な事業内容 

① 情報処理機器の販売、施工および保守 

② コンピュータソフトウェアの開発、販売、賃貸および保守 

③ 情報システムの設計、開発、保守、運営管理およびコンサルティング 

④ 通信システム、情報ネットワークシステムの販売、設計、施工、保守およ

びコンサルティング 

⑤ 情報処理サービス、情報通信サービスおよび情報提供サービス 

⑥ 電気通信工事、電気工事、管工事、内装仕上工事、消防施設工事等各種工

事に関する設計、監理、施工、保守およびコンサルティング 

⑦ ビルメンテナンス業 

⑧ 特定労働者派遣事業 

⑨ 不動産の賃貸および管理 

⑩ 古物の売買 

⑪ 前記各号に付帯する一切の事業 
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 (8) 主要な事業所 

  ① 当社の主要な事業所 
 

名   称 所 在 地 名   称 所 在 地 
 

本   社 新 宿 区   
 

支   店    

北 海 道 札 幌 市 中 央 区 東 北 仙 台 市 若 林 区 

新 潟 新 潟 市 中 央 区 北 関 東 宇 都 宮 市 

関 東 さいたま市大宮区 長 野 長 野 市 

松 本 松 本 市 静 岡 静 岡 市 駿 河 区 

静 岡 東 部 沼 津 市 浜 松 浜 松 市 中 区 

名 古 屋 名 古 屋 市 中 区 関 西 大 阪 市 中 央 区 

中 国 広 島 市 南 区 九 州 福 岡 市 中 央 区 
 

営 業 所    

多 摩 立 川 市 山 口 周 南 市 

長 崎 長 崎 市   

 

  ② 子会社の事業所 
 

名   称 所 在 地 

大 興 テ ク ノ サ ー ビ ス ㈱ 台 東 区 

大 興 ビ ジ ネ ス ㈱ 新 宿 区 

㈱ サ イ バ ー コ ム 文 京 区 
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 (9) 従業員の状況 

  ① 企業集団の従業員数 
 

事業部門等の名称 従業員数 前期末比増減 
名 名

情 報 通 信 機 器 部 門 245 9 

ソ リ ュ ー シ ョ ン サ ー ビ ス 部 門 674 16 

管 理 部 門 114 △8 

合       計 1,033 17 
 
 (注) 従業員数は企業集団外への出向者（３名）を除き、企業集団外からの出向者(６

名)を含んでおります。 

 

  ② 当社の従業員の状況 
 

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

827名 24名 42歳５ヵ月 16年１ヵ月 
 
 (注) 従業員数は他社への出向者（５名）を除き、他社からの出向者（26名）を含んで

おります。 

 

 (10) 主要な借入先 
 

借   入   先 借入金残高 
百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,183 

株 式 会 社 常 陽 銀 行 440 

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 380 

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 300 

三 菱 U F J 信 託 銀 行 株 式 会 社 300 

株 式 会 社 東 京 都 民 銀 行 150 

 

 (11) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

   当社は、平成22年８月11日（訴状送達日：平成22年８月25日）、愛知電機株

式会社から、当社との間に締結された平成17年12月19日付「システム構築契

約」に関して、当社の債務不履行により損害が生じたとして、金４億95百万円

およびこれに対する遅延損害金の支払を求める訴訟を名古屋地方裁判所に提起

されました。 

   これに対し当社は、債務不履行はないと認識しており、愛知電機株式会社が

提起した本訴に対し、請求棄却を求めております。さらに、平成22年10月25日、

同社の依頼により同社の新基幹システムの開発作業を行ったことに関する報酬

金４億50百万円およびこれに対する遅延損害金を請求する反訴を名古屋地方裁

判所に対して提起いたしました。 

   現在、審理が進行中ですが、当社は、裁判で当社の正当性を主張していく方

針です。なお、本件訴訟による当社の経営成績に及ぼす影響は現時点では不明

であります。 
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2. 会社の株式に関する事項 

(1） 発行可能株式総数 47,900,000株（普通株式)

(2） 発行済株式の総数 12,561,219株（普通株式)

(3） 株 主 数 1,505名 

 (4) 上位10名の株主 
 

株   主   名 持 株 数 出資比率 

千株 ％

富 士 通 株 式 会 社 1,866 15.02 

株 式 会 社 オ ー ビ ッ ク 1,500 12.07 

株 式 会 社 大 和 証 券 グ ル ー プ 本 社 1,277 10.28 

大 興 電 子 通 信 従 業 員 持 株 会 1,246 10.03 

株式会社ドッドウエル ビー・エム・エス 753 6.06 

興 銀 リ ー ス 株 式 会 社 517 4.16 

大 興 電 子 通 信 取 引 先 持 株 会 464 3.74 

サ ン テ レ ホ ン 株 式 会 社 200 1.61 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 92 0.74 

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 85 0.68 
 
 (注) 出資比率は自己株式（132,455株）を控除して計算しております。 

 

3. 会社の新株予約権等に関する事項 

  記載すべき事項はありません。 
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4. 会社役員に関する事項 

 (1) 取締役および監査役の氏名等 
 

会社における地位 氏   名 担当および重要な兼職の状況 

代表取締役社長 
ＣＥＯ兼ＣＯＯ 

津 玉 高 秀  

取 締 役 
常 務 執 行 役 員 

本横山   勇  

取 締 役 
上 席 執 行 役 員 

三 木  格 エリア営業本部長 

取 締 役 
執 行 役 員 

山 寺  光 システムソリューション本部長 

取 締 役 中 内 俊一郎  

常 勤 監 査 役 酒 井 厚 平  

監 査 役 真 下 宏 明  

監 査 役 竹 内  朗
プロアクト法律事務所代表 
カブドットコム証券株式会社社外取締役 

監 査 役 長谷川   明  

 
(注) 1. 取締役 中内 俊一郎氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であり

ます。 
2. 監査役 竹内 朗、長谷川 明の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外

監査役であります。 
3. 監査役 竹内 朗氏は、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益

相反が生じるおそれのない独立役員であります。 

 

 (2) 取締役および監査役の報酬等の額 
 

区    分 人 数 報酬等の額 

名 千円

取 締 役 ５ 76,022 

監 査 役 ４ 33,624 
 
(注) 1. 上記の報酬等の額には、社外役員３名（社外取締役１名、社外監査役２名）

に対する報酬等の額18,312千円が含まれております。 
2. 期末現在の人数は、取締役５名（うち社外取締役１名)、監査役４名（うち社

外監査役２名）であります。 
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 (3) 社外役員に関する事項 

  ① 取締役 

   イ．他の法人等の重要な兼職状況および当社と当該他の法人等との関係 

該当事項はありません。 

   ロ．他の法人等の社外役員等の重要な兼職状況および当社と当該他の法人等

との関係 

該当事項はありません。 

   ハ．当事業年度における主な活動状況 

    (a) 取締役会への出席状況ならびに発言状況 
 

区   分 氏   名 出席状況および発言状況 

取 締 役 中 内 俊一郎
当事業年度開催の取締役会17回のうち15回に
出席し、議案の審議に必要な意見表明を適宜
行っております。 

 
    (b) 当社の不正な業務執行に関する対応の概要 

当事業年度において法令または定款違反の事実その他不正な業務執行

が行われた事実はありません。 

   ニ．責任限定契約の内容の概要 

当社との間で、会社法第427条第１項および定款第24条に基づき、会社

法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約

に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低

責任限度額としております。 

  ② 監査役 

   イ．他の法人等の重要な兼職状況および当社と当該他の法人等との関係 

該当事項はありません。 

   ロ．他の法人等の社外役員等の重要な兼職状況および当社と当該他の法人等

との関係 

竹内 朗氏は、カブドットコム証券株式会社の社外取締役を兼務してお

ります。 
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   ハ．当事業年度における主な活動状況 

    (a) 取締役会および監査役会への出席状況ならびに発言状況 
 

区   分 氏   名 出席状況および発言状況 

監 査 役 竹 内   朗

当事業年度開催の取締役会17回全てに出席
し、決議事項等について適宜質問し意見を述
べております。また、当事業年度開催の監査
役会13回全てに出席し、報告事項についての
意見交換、監査に関する重要事項の協議を行
っております。 

監 査 役 長谷川   明

当事業年度開催の取締役会17回全てに出席
し、決議事項等について適宜質問し意見を述
べております。また、当事業年度開催の監査
役会13回全てに出席し、報告事項についての
意見交換、監査に関する重要事項の協議を行
っております。 

 
    (b) 当社の不正な業務執行に関する対応の概要 

当事業年度において法令または定款違反の事実その他不正な業務執行

が行われた事実はありません。 

   ニ．責任限定契約の内容の概要 

当社との間で、会社法第427条第１項および定款第36条に基づき、会社

法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約

に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低

責任限度額としております。 
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5. 会計監査人の状況 

 (1) 名称  有限責任 あずさ監査法人 

 

 (2) 報酬等の額 
 

 支 給 額 

当事業年度に係る報酬等の額 45,600千円 

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額 

45,600千円 

 
 (注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の額を区分しておりませんので、上記の金額には金融商品取引
法に基づく監査の報酬等を含めております。 

 

 (3) 解任または不再任の決定の方針 

  ① 取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、監査役会の同意を得た上で、または監査役会の請求

に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とす

ることとします。 

  ② 監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の合意に基づき会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、会計監査人解任後、

最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその

理由を報告いたします。 
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6. 会社の体制および方針 

 (1) 業務の適正を確保するための体制の整備 

   当社は、平成18年４月28日開催の取締役会において、｢内部統制システムの

基本方針」を定め、その後平成20年５月９日開催の取締役会においてその一部

を改訂することを決議し、以下のとおり業務の適正を確保するための体制を整

備し、運用しております｡ 

  ① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保

するための体制 

    当社は、法令を遵守し高い倫理観をもって公正かつ透明な企業活動を行い、

社会に貢献することを基本姿勢とし、コーポレート・ガバナンスやコンプ

ライアンス体制の整備、充実に取組みます。 

   ・取締役会規程等、各会議体に関する規程に従い職務執行に関する適正な意

思決定を確保します。 

   ・企業行動の適正化に関する事項を審議、決定する「経営監理委員会」を設

置し、事業に関わる法令やリーガルリスクを特定しコンプライアンス体制

を計画的かつ網羅的に整備します。 

   ・定期的な内部監査により法令および定款への適合性を確認します。 

   ・社会から信頼される企業、よき企業市民を目指し全役職員に適用される 

｢行動基準」の策定および透明性のある内部通報制度（ＤＡｉＫＯホット

ライン）を設置し運用します。 

   ・反社会的勢力や団体とは関わりを持たず、不当な要求を受けた場合毅然と

した対応を行います。 

  ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

    当社は、取締役の職務執行に係る電磁的記録を含む文書、その他重要な情

報を、法令および社内規程に基づき適正に記録し、これを保存および管理

します。また、取締役および監査役は常時これらの情報を閲覧することが

できるものとします。 

  ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

    当社は、リスク管理規程に準拠したリスク管理体制の整備を進め、当社を

取り巻くリスクを特定したうえで計画的かつ網羅的にリスク対応を図りま

す。また、経営監理委員会へリスク情報を集約し、職務執行への活用を図

るとともに、緊急事態が生じた場合の危機管理対応策を整備します。 

  ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

    当社は、取締役の職務権限、会議体の開催や付議基準等を明確化するとと

もに、意思決定の妥当性を高めるためのプロセス・体制を整備します。取
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締役会は原則月１回開催し、経営に関する重要事項について審議、議決お

よび取締役の業務執行状況の監督等を行います。 

    また、業務執行機能強化のため執行役員制度を採用し経営の効率化を図る

とともに、常勤取締役、常勤監査役および議長が指名する者で構成する経

営会議を原則月１回開催し、戦略計画の立案、経営・業務執行についての

重要案件を十分に審議します。 

  ⑤ 会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適

正を確保するための体制 

    当社は、子会社管理に関する規程に基づき子会社を含めたコンプライアン

ス体制、リスク管理体制を整備するとともに、内部通報制度（ＤＡｉＫＯ

ホットライン）の子会社への適用および当社の内部監査部門にて子会社の

業務監査を実施いたします。 

  ⑥ 監査役に関する事項および体制 

    当社は、現在監査役の職務を補助する使用人はおりませんが、監査役から

求められた場合には、監査役と協議のうえ合理的な範囲で配置するととも

に、当該使用人の任命・異動等人事権に係る決定には監査役の事前の同意

を得ることにより、取締役からの独立性を確保いたします。また、監査役

が定期的に取締役または使用人から職務執行の状況について報告を受ける

ことができる体制を整備するとともに、監査が実効的に行われることを確

保するため監査部、経理部、総務部等の関連部門が監査役の業務を補助い

たします。 

  ⑦ 財務報告の信頼性を確保するための体制 

    当社は、金融商品取引法に規定する財務報告の信頼性を確保するために以

下の体制を整備し、企業価値の向上を図ります。 

   ・｢内部統制規程」他関係諸規程、関連文書を整備することで適切な統制環

境を構築し、合わせて業務の有効性および効率性を高めます。 

   ・内部統制の整備・運用状況を評価するモニタリング体制を整備します。 

   ・モニタリング結果は、経営監理委員会にて、集約、分析し、内部統制が有

効に機能するよう継続的に改善を図り、代表取締役および取締役会がその

有効性を評価し外部に向けて報告します。 

 



― 18 ― 

 (2) 会社の支配に関する基本方針 

   当社は、平成19年５月10日の取締役会において、当社の財務および事業の方

針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を以下のとおり決定し、その

後平成22年９月27日開催の取締役会においてその一部を改訂することを決議し

ております。 

   当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、株主様をはじめとした

当社のステークホルダーとの信頼関係を最優先に考え、当社の企業価値を中長

期的に最大化させる者でなければならないと考えております。当社はこの方針

の下、次の取組みを行っていきます。 

  ① 業績の向上を図り、安定した収益基盤を確立すること 

  ② 大株主である企業との取引関係をより密にし、継続的な信頼関係を構築す

ること 

  ③ 業績を反映した適正な株価形成と、円滑な株式流通を確保するため、ＩＲ

活動を強化すること 

  ④ 株主優遇策すなわち、株価、配当を財務戦略の重要課題として位置づける

とともに、財務面の健全性向上・維持に取組むこと 

  ⑤ 不本意な買収に対抗できる企業価値向上のため、経営計画を策定・推進し、

成長基盤を確立すること 

  ⑥ 良好な労使関係を確立し、持株会の充実を図り従業員の支持を得ること 

   さらに、当社は株主異動状況の定期的な調査、買収提案があった場合の対応

手順の作成等、当社株式の大量取得を行う者が出現した場合に適切な対応を講

ずることができるよう努めてまいります。 

   なお、取締役会としては、上記取組みの具体的な内容からして、株主共同の

利益を損なうものではなく、役員の地位の維持を目的とするものではないと判

断しております。 

 

 

 

 

 

 

 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 

 (注) 本事業報告中の記載方法は以下によります。 
    1. 金額につきましては、表示単位未満切捨て。 
    2. 議決権比率および出資比率につきましては、小数第三位を四捨五入。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 

(平成24年３月31日現在) 
（単位：千円） 

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 
 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

機 器 及 び 材 料 

仕 掛 品 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

工具、器具及び備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

ソフトウェア仮勘定 

リ ー ス 資 産 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

敷 金 及 び 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

繰 延 資 産 

社 債 発 行 費 

(17,715,069)

2,772,609

9,240,011

13,893

5,345,025

348,984

△5,454

(3,720,644)

(1,334,573)

424,988

11,321

815,555

82,708

(229,051)

160,417

23,910

3,286

41,437

(2,157,018)

1,575,728

409,004

217,601

△45,315

(7,670)

7,670

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 

短 期 借 入 金 

１年内償還予定の社債 

１年内返済予定の長期借入金 

リ ー ス 債 務 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

賞 与 引 当 金 

製 品 保 証 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

社 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

繰 延 税 金 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

手数料返還引当金 

そ の 他 

(10,763,225)

5,870,459

2,748,135

236,000

261,200

37,489

343,976

53,047

283,782

341,900

2,700

584,534

(6,918,107)

151,500

559,500

55,068

138,990

5,821,602

57,015

3,000

131,430

負 債 合 計 17,681,332

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

少 数 株 主 持 分 

(3,462,155)

3,654,257

272,811

△435,054

△29,857

(204,327)

204,327

(95,567)

純 資 産 合 計 3,762,051

資 産 合 計 21,443,384 負債及び純資産合計 21,443,384
 



― 20 ― 

連 結 損 益 計 算 書 

(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

 

(単位：千円） 
 

科          目 金     額 

売 上 高 34,008,377 

売 上 原 価 27,406,386 

売 上 総 利 益 6,601,990 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,723,550 

営 業 利 益 878,439 

営 業 外 収 益 (81,356) 

受 取 利 息 515 

受 取 配 当 金 20,655 

受 取 家 賃 8,951 

受 取 手 数 料 10,732 

助 成 金 収 入 24,265 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 857 

手 数 料 返 還 引 当 金 戻 入 益 2,928 

そ の 他 12,451 

営 業 外 費 用 (113,275) 

支 払 利 息 80,856 

投 資 事 業 組 合 運 用 損 14,001 

固 定 資 産 除 却 損 287 

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 1,013 

そ の 他 17,116 

経 常 利 益 846,521 

特 別 損 失 (6,704) 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 6,154 

会 員 権 評 価 損 550 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 839,816 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 37,130 

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 802,685 

少 数 株 主 損 失 6,258 

当 期 純 利 益 808,944 
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連結株主資本等変動計算書 

(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

 

(単位：千円） 
 

 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

当 期 首 残 高 3,654,257 272,811 △1,243,998 △28,923 2,654,145

当 期 変 動 額   

当 期 純 利 益  808,944  808,944

自己株式の取得  △934 △934
 株主資本以外の項目の 
当期変動額(純額 ) 

  

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 808,944 △934 808,010

当 期 末 残 高 3,654,257 272,811 △435,054 △29,857 3,462,155

 

 

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券
評価差額金 

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 120,229 120,229 101,826 2,876,202

当 期 変 動 額  

当 期 純 利 益  808,944

自己株式の取得  △934

株主資本以外の項目の 
当期変動額(純額 ) 84,097 84,097 △6,258 77,839

当 期 変 動 額 合 計 84,097 84,097 △6,258 885,849

当 期 末 残 高 204,327 204,327 95,567 3,762,051
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連 結 注 記 表 
 
1. 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 
 
2. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 
 (1) 連結の範囲に関する事項 

子会社は全て連結しております。 
連結子会社の数：３社 
連結子会社の名称： 
大興テクノサービス㈱ 
大興ビジネス㈱ 
㈱サイバーコム 

 (2) 持分法の適用に関する事項 
持分法を適用した関連会社の数：１社 
会社等の名称：㈱大和ソフトウェアリサーチ 

 (3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 (4) 会計処理基準に関する事項 
  ① 重要な資産の評価基準及び評価方法 
   (a) 有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 
なお、投資事業有限責任組合に類する組合等への出資 (金融商品取引法
第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約
に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算報告書を基礎と
し、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

   (b) たな卸資産 
機器及び材料 … 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法)
仕 掛 品 … 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法)

  ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
   (a) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 
主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物………………………６～47年 
工具、器具及び備品……５～15年 

   (b) 無形固定資産（リース資産を除く） 
自社利用目的のソフトウェア 
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

市場販売目的のソフトウェア 
見込販売数量に基づく償却額と残存見込販売有効期間（当初における見込販
売有効期間は３年）に基づく均等償却額とのいずれか大きい額を計上する方
法によっております。 

その他の無形固定資産 
定額法によっております。 
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   (c) リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐
用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

   (d) 長期前払費用 
期限内均等償却の方法によっております。長期前払費用は「投資その他の資
産」の「その他」に含めて表示しております。 

  ③ 重要な引当金の計上基準 
   (a) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により
計上し、貸倒懸念債権等の特定債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。 

   (b) 受注損失引当金 
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において、将来の
損失が見込まれ、かつ当該損失額を合理的に見積もることができるものについ
て、翌連結会計年度以降の損失見込額を計上しております。 

   (c) 賞与引当金 
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

   (d) 製品保証引当金 
製品のアフターサービスの費用支出に備えるため、過年度の実績を基礎に、将
来の見込みを加味した額を計上しております。 

   (e) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認めら
れる額を計上しております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
連結会計年度から費用処理しております。 
過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（２年）による定額法により費用処理しております。 
（追加情報） 
 当社は、平成23年７月22日開催の取締役会において、一時金と適格退職年金

からなる退職給付制度を平成23年９月１日より一時金と定額制の確定給付企
業年金へ移行することを決議し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処
理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。  

 本移行に伴い退職給付債務が減少し、過去勤務債務が157,217千円発生して
おります。 

   (f) 役員退職慰労引当金 

連結子会社の一部は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連

結会計年度末要支給額の 100％を計上しております。 

   (g) 手数料返還引当金 
販売後、所定期間内の解約に伴う販売手数料の返還に備えるため、過去の実績
を基礎として計上しております。 
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  ④ 収益及び費用の計上基準  
    請負工事及びソフトウェアの受注制作に係る収益及び費用の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる請負工事
及びソフトウェアの受注制作に係る契約については工事進行基準を適用し、そ
の他の契約等については、工事完成基準及び検収基準を適用しております。な
お、工事進行基準を適用する契約の当連結会計年度末における進捗度の見積り
は、原価比例法によっております。 

  ⑤ 繰延資産の処理方法 
社債発行費……社債償還期間（３年間）にわたり均等償却しております。 

  ⑥ 消費税等の会計処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
3. 追加情報 
  会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 
   当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21
年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

 
4. 連結貸借対照表に関する注記 
 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 919,934千円
 (2) 担保に供している資産 
  定 期 預 金 100,000千円
  建 物 345,533千円
  土 地 809,740千円
  投資有価証券 466,992千円

  計 1,722,267千円
 上記に対する債務 
  短 期 借 入 金 2,133,335千円
  １年内償還予定の社債 236,000千円 
  １年内返済予定の長期借入金 101,200千円 
  社 債 151,500千円
  長 期 借 入 金 139,500千円

  計 2,761,535千円
(3) 連結会計年度末日満期手形の処理 
  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理を

しております。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連
結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれております。 

    受 取 手 形 31,506千円
(4) 損失の発生が見込まれるソフトウェアの受注制作に係る仕掛品は、これに対応する

受注損失引当金390,506千円を相殺して表示しております。 
 



― 25 ― 

5. 連結株主資本等変動計算書に関する注記 
 (1) 当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式              12,561,219株 
 (2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

該当事項はありません。 
 (3) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

該当事項はありません。 
 (4) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない

ものを除く）の目的となる株式の数 
該当事項はありません。 

 
6. 金融商品に関する注記 
 (1) 金融商品の状況に関する事項 
  ① 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、一時的な余資については短期的な預金等及び安全性の高い金融
資産で運用し、運転資金のため必要な資金を短期借入金及び長期借入金、並びに
社債発行により調達しております。 

  ② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当
該リスクに関しては、当社グループ規程に基づき、取引先の個別商談ごとに期日
管理及び残高管理を実施し、回収懸念の早期把握・軽減策を採っております。 
投資有価証券は主に取引先企業との業務・資本提携等に関連する株式及び余資の
運用のための株式投資信託等であり、市場価格の相場変動リスクに晒されており
ます。定期的に把握された時価や当該企業の財務状況等は取締役に報告されてお
ります。 
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年内に支払期日の到来するものであり
ます。 
短期借入金及び長期借入金、並びに社債は、主に営業活動に係る資金調達であり、
支払期日に支払いを実行できなくなる流動性リスクを負っておりますが、月次の
資金繰り計画を作成及び年度の資金繰り予想を立てるなどの方法により管理し、
これに基づき金融機関と個別に借入枠を設定する等、手許流動性を確保しており
ます。 

  ③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価は、市場価格に基づく価額により評価し、市場価格のないものに
ついては合理的に算定された価額によっております。 
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 (2) 金融商品の時価等に関する事項 
平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる
ものは含まれておりません（(注２)参照)。  

（単位：千円）  

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

① 現金及び預金 2,772,609 2,772,609 ― 

② 受取手形及び売掛金 9,240,011 9,240,011 ― 

③ 投資有価証券  

  その他有価証券 1,037,687 1,037,687 ― 

 資産計 13,050,308 13,050,308 ― 

① 支払手形及び買掛金 5,870,459 5,870,459 ― 

② 短期借入金 2,748,135 2,748,135 ― 

③ 社債（※１） 387,500 387,646 △146

④ 長期借入金（※２） 820,700 816,965 3,734

⑤ リース債務（※３） 92,558 92,959 △401

 負債計 9,919,352 9,916,166 3,186 
(※１）１年内償還予定の社債を含めて記載しております。 
(※２）１年内返済予定の長期借入金を含めて記載しております。 
(※３）リース債務（流動負債）とリース債務（固定負債）を合算して記載しておりま

す。 
 
(注１) 金融商品の時価の算定並びに有価証券（及びデリバティブ取引）に関する事項 
 資産 

①現金及び預金、並びに②受取手形及び売掛金 
  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 
③投資有価証券 
  これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

 負債 
①支払手形及び買掛金、並びに②短期借入金 
  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 
③社債、④長期借入金、及び⑤リース債務 
  これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入又はリース取引を

行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 
(注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額538,040千円）は、市場価格がなく、かつ将

来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極め
て困難と認められるため、｢③投資有価証券 その他有価証券」には含めており
ません。 

    また、敷金及び保証金（連結貸借対照表計上額409,004千円）は、市場価格がな
く、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるため、上記の表には含めておりません。 
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 (3) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額  

区分 

当連結会計年度末 
（平成24年３月31日） 

１年以内 
(千円) 

１年超 
５年以内 
(千円) 

５年超 
10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

現金及び預金 2,772,609 ― ― ―

受取手形及び売掛金 9,240,011 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券  

その他有価証券のうち満期
があるもの 

 

 債券 ― 10,000 ― ―
 
 (4) 社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額  

区分 

当連結会計年度末 
（平成24年３月31日） 

１年以内 
(千円) 

１年超 
５年以内 
(千円) 

５年超 
10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

社債 236,000 151,500 ― ―

長期借入金 261,200 559,500 ― ―

リース債務 37,489 55,068 ― ―

 
7. １株当たり情報に関する注記 
 (1) １株当たり純資産額 295円00銭
 (2) １株当たり当期純利益 65円07銭
 
8. 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 
 

(平成24年３月31日現在) 
（単位：千円） 

   
資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 
 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

機 器 及 び 材 料 

仕 掛 品 

前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

工具、器具及び備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

無 形 固 定 資 産 

借 地 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

ソフトウェア仮勘定 

電 話 加 入 権 

施 設 利 用 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

敷 金 及 び 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

繰 延 資 産 

社 債 発 行 費 

(17,351,506)

2,542,087

195,846

8,919,593

13,893

5,340,771

315,842

28,118

△4,647

(3,568,528)

(1,318,795)

421,012

11,092

815,555

71,135

(225,218)

12,000

160,417

23,910

25,419

3,471

(2,024,513)

1,095,206

434,542

388,341

151,738

△45,315

(7,670)

7,670

流 動 負 債 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１年内償還予定の社債 
１年内返済予定の長期借入金 
リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
前 受 金 
預 り 金 
賞 与 引 当 金 
製 品 保 証 引 当 金 
そ の 他 

固 定 負 債 
社 債 
長 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
手数料返還引当金 
そ の 他 

(10,746,124)
6,023,844
2,748,135

236,000
261,200
32,932
180,788
297,482
46,804
264,741
265,731
84,300
287,000

2,700
14,463

(6,836,902)
151,500
559,500
44,475
138,990

5,809,039
3,000

130,397

負 債 合 計 17,583,027

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 
利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 
その他利益剰余金 
繰越利益剰余金 

自 己 株 式 
評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

(3,140,310)
3,654,257
(272,811)
272,811

(△756,899)
2,494

(△759,394)
△759,394
△29,857
(204,368)
204,368

純 資 産 合 計 3,344,678

資 産 合 計 20,927,705 負債及び純資産合計 20,927,705
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損 益 計 算 書 

(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

 

(単位：千円） 
 

科          目 金     額 

売 上 高 32,980,409 

売 上 原 価 26,704,070 

売 上 総 利 益 6,276,339 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,389,560 

営 業 利 益 886,779 

営 業 外 収 益 (77,562) 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 21,695 

受 取 家 賃 9,088 

受 取 手 数 料 10,732 

助 成 金 収 入 24,265 

生 命 保 険 配 当 金 1,189 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 839 

手 数 料 返 還 引 当 金 戻 入 益 2,928 

雑 収 入 6,824 

営 業 外 費 用 (111,670) 

支 払 利 息 76,709 

社 債 利 息 3,785 

投 資 事 業 組 合 運 用 損 14,001 

社 債 発 行 費 償 却 7,507 

固 定 資 産 除 却 損 57 

雑 損 失 9,608 

経 常 利 益 852,671 

特 別 損 失 (6,704) 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 6,154 

会 員 権 評 価 損 550 

税 引 前 当 期 純 利 益 845,967 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 27,000 

当 期 純 利 益 818,967 
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株主資本等変動計算書 

(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

 

(単位：千円） 
 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本 
準備金 

資本剰余金
合計 

利益 
準備金

その他利益 
剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益 
剰余金 

当 期 首 残 高 3,654,257 272,811 272,811 2,494 △1,578,361 △1,575,866

当 期 変 動 額   

当 期 純 利 益  818,967 818,967

自己株式の取得   

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

  

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 818,967 818,967

当 期 末 残 高 3,654,257 272,811 272,811 2,494 △759,394 △756,899

 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計

その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当 期 首 残 高 △28,923 2,322,277 120,281 120,281 2,442,559

当 期 変 動 額   

当 期 純 利 益  818,967  818,967

自己株式の取得 △934 △934  △934

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

 84,086 84,086 84,086

当 期 変 動 額 合 計 △934 818,032 84,086 84,086 902,119

当 期 末 残 高 △29,857 3,140,310 204,368 204,368 3,344,678
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個 別 注 記 表 
 
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
 
 (重要な会計方針に係る注記） 
1. 資産の評価基準及び評価方法 
 1) 有価証券 

① 子 会 社 株 式 及 び
関 連 会 社 株 式

………移動平均法による原価法 

② そ の 他 有 価 証 券………時価のあるもの 
   決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定） 

   時価のないもの 
   移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合に類する組合等への
出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証
券とみなされるもの）については、組合契約に規
定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決
算報告書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込
む方法によっております。 

 2) たな卸資産 
① 機 器 及 び 材 料……… 個別法による原価法（収益性の低下による簿価の切下げ

の方法） 
② 仕 掛 品……… 個別法による原価法（収益性の低下による簿価の切下げ

の方法） 
 
2. 固定資産の減価償却の方法 
 1) 有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)
……… 定率法によっております。 

主な耐用年数は以下のとおりであります｡ 
  建物………………………６～47年 
  工具、器具及び備品……５～15年 

 2) 無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……… 自社利用目的のソフトウェア 
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に
よっております。 

市場販売目的のソフトウェア 
見込販売数量に基づく償却額と残存見込販売有効期間
(当初における見込販売有効期間は３年）に基づく均
等償却額とのいずれか大きい額を計上する方法によっ
ております。 

その他の無形固定資産 
定額法によっております。 

 3) リ ー ス 資 産……… 所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資
産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法を採用しております。 

 4) 長 期 前 払 費 用……… 期限内均等償却の方法によっております。長期前払費用
は ｢投資その他の資産」の ｢その他」に含めて表示して
おります。 
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3. 引当金の計上基準 
 1) 貸 倒 引 当 金……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権等の特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。 

 2) 受 注 損 失 引 当 金……… 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末
において、将来の損失が見込まれ、かつ当該損失額を合
理的に見積もることができるものについて、翌事業年度
以降の損失見込額を計上しております。 

 3） 賞 与 引 当 金……… 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき
計上しております。 

 4) 製 品 保 証 引 当 金……… 製品のアフターサービスの費用支出に備えるため、過年
度の実績を基礎に、将来の見込みを加味した額を計上し
ております。 

 5) 退 職 給 付 引 当 金……… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年
度末において発生していると認められる額を計上してお
ります｡ 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生事業年度から費
用処理しております。 
過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（２年）による定額法により
費用処理しております。 
（追加情報） 
当社は、平成23年７月22日開催の取締役会において、一
時金と適格退職年金からなる退職給付制度を平成23年９
月１日より一時金と定額制の確定給付企業年金へ移行す
ることを決議し、「退職給付制度間の移行等に関する会
計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用してお
ります。  
本移行に伴い退職給付債務が減少し、過去勤務債務が
157,217千円発生しております。 

 6) 手数料返還引当金……… 販売後、所定期間内の解約に伴う販売手数料の返還に備
えるため、過去の実績を基礎として計上しております。
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4. 収益及び費用の計上基準 
  請負工事及びソフトウェアの受注制作に係る収益及び費用の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる請負工事及びソフ
トウェアの受注制作に係る契約については工事進行基準を適用し、その他の契約等
については、工事完成基準及び検収基準を適用しております。なお、工事進行基準
を適用する契約の当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によってお
ります。 

 
5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
 1) 繰延資産の処理方法 
   社債発行費……社債償還期間（３年間）にわたり均等償却しております。 
 2) 消費税等の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
（追加情報） 

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 
当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上
の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４
日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 
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（貸借対照表に関する注記） 
1. 担保に供している資産及び担保に係る債務 
 担保提供資産  
  定 期 預 金 100,000千円
  建 物 345,533千円
  土 地 809,740千円
  投資有価証券 466,992千円

  計 1,722,267千円
 上記に対する債務  
  短 期 借 入 金 2,133,335千円
  １年内償還予定の社債 236,000千円
 １年内返済予定の長期借入金 101,200千円
  社 債 151,500千円
  長 期 借 入 金 139,500千円

  計 2,761,535千円
 
2. 有形固定資産の減価償却累計額  906,954千円
 
3. 関係会社に対する金銭債権債務 短期金銭債権 17,973千円
  短期金銭債務 236,762千円
 
4. 事業年度末日満期手形の処理 
  事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をして

おります。なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末
日満期手形が事業年度末残高に含まれております。 

    受 取 手 形 31,506千円
 
5. 損失の発生が見込まれるソフトウェアの受注制作に係る仕掛品は、これに対応する受

注損失引当金388,172千円を相殺して表示しております。 
 
（損益計算書に関する注記） 
1. 関係会社との取引高 
 営業取引による取引高 売 上 高 119,957千円
  仕 入 高 1,072,570千円
 営業取引以外の取引による取引高 137千円
 
2. 売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額 19,100千円
 
3. 期末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次の

たな卸資産評価損が売上原価に含まれております。 
 △19,789千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記） 
 自己株式の種類及び株式数 
 

 
当事業年度 
期首株式数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

摘要 

自 己 株 式 
普 通 株 式 

127,596株 4,859株 － 132,455株 （注） 

合 計 127,596株 4,859株 － 132,455株  

 
（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
 
（税効果会計に関する注記） 
 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 1. 流 動 の 部
 繰 延 税 金 資 産
 賞 与 引 当 金 否 認 109,088千円
 棚 卸 資 産 評 価 減 163,587千円
 そ の 他 29,647千円

 繰 延 税 金 資 産 小 計 302,324千円
 評 価 性 引 当 額 △302,324千円

 繰 延 税 金 資 産 合 計 －千円

 2. 固 定 の 部
 繰 延 税 金 資 産
 退 職 給 付 引 当 金 否 認 2,065,753千円
 その他有価証券評価差額金 19,280千円
 そ の 他 776,788千円

 繰 延 税 金 資 産 小 計 2,861,822千円
 評 価 性 引 当 額 △2,861,822千円

 繰 延 税 金 資 産 合 計 －千円
 繰 延 税 金 負 債
 その他有価証券評価差額金 △138,990千円

 繰 延 税 金 負 債 合 計 △138,990千円

 繰 延 税 金 負 債 の 純 額 △138,990千円
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（関連当事者との取引に関する注記） 
 関連当事者との取引 
  計算書類提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る｡）等 
 

種類 
会社等 
の名称 
又は氏名 

所在地 
資本金 

又は出資金 
(千円) 

事業の 
内容又は 
職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

主要株主 富士通㈱ 
神奈川県 
川崎市 
中原区 

324,625,075 

通 信 シ ス テ
ム、情報処理
システム及び
電子デバイス
の製造・販売
ならびにこれ
らに関するサ
ービスの提供

0.01
(直接15.33
 間接―) 

製品の販売､
施工、保守及
びシステムの
開発 
製品の仕入等

工事・保
守及びソ
フト売上､ 
手数料収
入 

3,218,932 売掛金 1,334,476

製品の仕
入等 

9,023,700 買掛金 2,259,074

 
 (注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

おります。 
2. 当社は、富士通㈱と富士通パートナー契約を締結しており、製品の仕入に関

する取引条件につきましては同契約に基づき決定しております。 
  その他の取引につきましては、個別契約に基づき決定しております。 

 
（１株当たり情報に関する注記） 
 １株当たり純資産額 269円11銭
 １株当たり当期純利益 65円88銭
 
（重要な後発事象に関する注記） 
 該当事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
平成24年５月10日

 
 大興電子通信株式会社 
 
 取締役会 御中 

 
有限責任 あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小 林 雅 彦 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 若 林 博 史 ㊞

 

 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、大興電子通信株式会社の
平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すな
わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表について監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結
計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に
公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結
計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連
結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経
営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し
ている。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、大興電子通信株式会社及び連結子会社からなる企業集
団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。 

以 上 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
平成24年５月10日

 
 大興電子通信株式会社 
 
 取締役会 御中 

 
有限責任 あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小 林 雅 彦 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 若 林 博 史 ㊞

 

 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、大興電子通信株式
会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第59期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算
書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を
入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は
誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその
附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し
ている。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正
妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第59期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結

果、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

  監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

  各監査役は、当期の監査方針、監査計画等に従い、取締役、監査部、その他の

使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま

た、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なも

のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取

締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的

に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務

報告に係る内部統制については、取締役等及びあずさ監査法人から、当該内部統

制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

事業報告に記載されている会社の支配に関する基本方針及び各取組みについて

は、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加

えました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報

の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に

基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしま

した。 

  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行

が適正に行われることを確保するための体制｣（会社計算規則第131条各号に掲げ

る事項）を「監査に関する品質管理基準｣（平成17年10月28日企業会計審議会）等

に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の

方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ

いて検討いたしました。 
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2. 監査結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する

重大な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務

の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認め

られません。 

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者

の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。

事業報告に記載されている各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、

当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位

の維持を目的とするものではないと認めます。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 
 平成24年５月11日 
 

大興電子通信株式会社 監査役会 

常勤監査役 酒 井 厚 平 ㊞ 

監 査 役 真 下 宏 明 ㊞ 

社外監査役 竹 内   朗 ㊞ 

社外監査役 長谷川   明 ㊞ 
 

以 上 
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株主総会参考書類 
 

 議案および参考事項 

 第１号議案 取締役６名選任の件 

 本総会終結の時をもって、取締役５名全員が任期満了となります。つきまし

ては、取締役５名の重任と、１名の新任あわせて６名の選任をお願いいたした

いと存じます。 

 取締役候補者は、次のとおりであります。 
 

候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略       歴 
(地位および担当ならびに重要な兼職の状況) 

所有する当社
の 株 式 数

１ 
津  玉  高  秀 
(昭和34年７月14日生) 

昭和57年４月 当社入社 
平成18年４月 当社執行役員東京支店長 
平成19年４月 当社執行役員名古屋支店長 
平成21年４月 当社執行役員名古屋支店長兼

トヨタビジネス営業部長 
平成21年10月 当社執行役員名古屋支店長兼

トヨタビジネス営業部長兼基
盤技術統括部トヨタシステム
部長 

平成22年３月 当社副社長執行役員ＣＯＯ名
古屋支店長兼トヨタビジネス
営業部長兼基盤技術統括部ト
ヨタシステム部長 

平成22年４月 当社副社長執行役員ＣＯＯ 
平成22年６月 当社代表取締役社長ＣＥＯ兼

ＣＯＯ(現任） 

10,000株
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略       歴 
(地位および担当ならびに重要な兼職の状況) 

所有する当社
の 株 式 数

２ 
本横山    勇 
(昭和23年２月６日生) 

昭和52年２月 当社入社 
平成15年４月 当社執行役員システムソリュ

ーション本部長 
平成17年４月 当社上席執行役員システムソ

リューション本部長 
平成17年６月 当社取締役上席執行役員シス

テムソリューション本部長 
平成18年６月 当社取締役常務執行役員シス

テムソリューション本部長兼
システム開発本部長 

平成19年４月 当社取締役常務執行役員シス
テムソリューション本部長 

平成20年６月 当社取締役専務執行役員シス
テムソリューション本部長 

平成22年４月 当社取締役専務執行役員 
平成22年６月 当社取締役常務執行役員 
平成24年４月 当社取締役常務執行役員シス

テムソリューション本部長
(現任） 

11,000株

３ 
三  木    格 
(昭和26年３月10日生) 

昭和53年４月 山一證券株式会社入社 
平成６年４月 同社事業法人第三部部長 
平成11年４月 株式会社日本オプティマーク 
       ・システムズ取締役営業事業

部長 
平成13年10月 当社参与 
平成14年６月 当社執行役員マーケティング

戦略室長 
平成15年４月 当社執行役員営業本部副本部

長兼マーケティング戦略室長 
平成17年４月 当社上席執行役員オフィスビ

ジネス営業本部長 
平成20年４月 当社上席執行役員エリア営業

本部長 
平成22年６月 当社取締役上席執行役員エリ

ア営業本部長兼東日本システ
ム部長 

平成23年１月 当社取締役上席執行役員エリ
ア営業本部長 

平成24年４月 当社取締役上席執行役員(現任) 

5,000株
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略       歴 
(地位および担当ならびに重要な兼職の状況) 

所有する当社
の 株 式 数

４ 
山  寺    光 
(昭和32年３月27日生) 

昭和54年４月 当社入社 
平成17年４月 当社執行役員営業統括本部業

種営業本部長 
平成19年４月 当社上席執行役員産業ビジネ

ス本部長 
平成19年６月 当社取締役上席執行役員産業

ビジネス本部長 
平成20年４月 当社取締役上席執行役員第一

営業本部長 
平成20年６月 当社取締役上席執行役員第一

営業本部長兼企画推進本部長 
平成22年４月 当社取締役上席執行役員企画

管理本部長 
平成22年６月 当社取締役執行役員企画管理

本部長 
平成23年４月 当社取締役執行役員システム

ソリューション本部長 
平成24年４月 当社取締役執行役員(現任） 

8,000株

５ 
中  内  俊一郎 
(昭和25年２月24日生) 

昭和49年４月 大和證券株式会社 (現株式会
社大和証券グループ本社）入
社 

平成元年８月 株式会社大和総研研究開発部
次長兼開発二課長兼コンサル
ティング部次長 

平成８年９月 同社総合企画室長 
平成８年10月 同社取締役 
平成11年10月 同社常務取締役 
平成16年５月 同社専務取締役 
平成17年４月 同社代表取締役専務取締役 
平成20年４月 同社専務理事 
平成20年６月 当社取締役（現任） 

0株

※６ 
岡  田  憲  児 
(昭和35年８月29日生) 

昭和59年４月 当社入社 
平成22年４月 当社執行役員名古屋支店長 
平成24年４月 当社執行役員産業ビジネス統

括本部長兼流通ビジネス本部
長（現任） 

10,000株

 
 (注)1. ※は新任の取締役候補者であります。 

2. 各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 
3. 中内 俊一郎氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候

補者であります。 
4. 社外取締役候補者の選任理由 
  中内 俊一郎氏は、株式会社大和総研で代表取締役専務取締役の要職を務めら

れた経験、また総合シンクタンクである同社における業務経験をもとに当社の
社外取締役として公正かつ客観的な立場から当社の経営に適確な助言をいただ
いており、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏
は平成20年６月より当社の社外取締役に就任しており、その在任期間は本総会
終結の時をもって４年となります。 
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5. 社外取締役候補者と当社の特定関係事業者との関係 
  中内 俊一郎氏は、過去５年間に、当社の主要な取引先として会社法施行規則

第２条第３項第19号に定める特定関係事業者である株式会社大和総研の業務執
行者となったことがあります。 

6. 社外取締役との責任限定契約について 
  当社は、中内 俊一郎氏との間で、会社法第427条第１項および当社定款第24

条に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して
おり、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定
める最低責任限度額を限度としております。なお、本議案が承認可決され、同
氏が社外取締役に就任した場合、当該責任限定契約は引き続き効力を有するも
のとしております。 

 

 第２号議案 監査役１名選任の件 

 本総会終結の時をもって、監査役 竹内 朗氏が任期満了となり、監査役 

真下 宏明氏が辞任いたします。つきましては、監査役１名の重任をお願いい

たしたいと存じます。 

 なお、本議案の提出につきましては、予め監査役会の同意を得ております。 

 監査役候補者は、次のとおりであります。 
 

氏    名 
(生年月日) 

略       歴 
(地位および重要な兼職の状況) 

所有する当社
の 株 式 数

竹  内    朗 
(昭和42年５月25日生) 

平成８年４月 弁護士登録 
平成18年８月 国広総合法律事務所パートナー 
平成20年６月 当社監査役（現任） 
平成22年４月 プロアクト法律事務所代表（現任） 
平成22年６月 カブドットコム証券株式会社社外取

締役（現任） 

0株

 
 (注) 1. 竹内 朗氏と当社との間には特別の利害関係はありません。 

2. 竹内 朗氏は、会社法施行規則第２条第３項第８号に定める社外監査役候補
者であります。なお、当社は竹内 朗氏を東京証券取引所の定めに基づく独
立役員として指定し、同取引所に届け出ております。 

3. 竹内 朗氏は、弁護士としての見識や経験だけでなく、企業法務に精通し、
またコンプライアンスやリスクマネジメントに関する相当な知見を有してお
り、専門的かつ客観的な視点を監査に反映することができると考え、社外監
査役として選任をお願いするものであります。同氏は平成20年６月より当社
の社外監査役に就任しており、その在任期間は本総会終結の時をもって４年
となります。 

4. 社外監査役との責任限定契約について 
  当社は、竹内 朗氏との間で、会社法第427条第１項および当社定款第36条に

基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最
低責任限度額を限度としております。なお、本議案が承認可決され、同氏が
社外監査役に就任した場合、当該責任限定契約は引き続き効力を有するもの
としております。 

 

以 上 
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＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞ 
 
 インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使して
いただきますようお願い申しあげます。 
 当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使の
お手続きはいずれも不要です。 

 
記 
 

 1. 議決権行使サイトについて 
(1) インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話（ｉモ

ード、EZweb、 Yahoo!ケータイ）※から、当社の指定する議決権行使サイト
（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能です。
（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。） 
※「ｉモード」は(株)エヌ・ティ・ティ・ドコモ、「EZweb」はKDDI(株)、「Yahoo!」は
米国Yahoo! Inc.の商標または登録商標です。 

  (2) パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアー
ウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxy
サーバーをご利用の場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用でき
ない場合もございます。 

  (3) 携帯電話による議決権行使は、ⅰモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサービス
をご利用ください。また、セキュリティ確保のため、暗号化通信（SSL通信）および携帯
電話情報の送信が不可能な機種には対応しておりません。 

  (4) インターネットによる議決権行使は、平成24年６月21日 (木曜日）の午後５時まで受け
付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたらヘルプ
デスクへお問い合わせください。 

 2. インターネットによる議決権行使方法について 
  (1) 議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）において、議決権行使書用紙に記載された

「ログインID」および「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否を
ご入力ください。 

  (2) 株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざん
を防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更
をお願いすることになりますのでご了承ください。 

  (3) 株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」および「仮パスワード」をご通知いたし
ます。 

 3. 複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い 
(1) 郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによ

る議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。 
(2) インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内

容を有効とさせていただきます。またパソコン、スマートフォンと携帯電話で重複して
議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。 

 4. 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について 
   議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・電話料

金等）は、株主様のご負担となります。また、携帯電話をご利用の場合は、パケット通信
料・その他携帯電話利用による料金が必要になりますが、これらの料金も株主様のご負担
となります。 

 5. 招集ご通知の受領方法について 

   ご希望の株主様は、次回の株主総会から招集ご通知を電子メールで受領することができま
すので、パソコンまたはスマートフォンにより議決権行使サイトでお手続きください。 

   （携帯電話ではお手続きできません。また携帯電話のメールアドレスを指定することもで
きませんのでご了承ください。） 

以 上 
 

システム等に関するお問い合わせ 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク） 

・電話 0120-173-027（受付時間 9：00～21：00、通話料無料） 
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株主総会会場ご案内図 
 

（会  場） 東京都中央区八重洲一丁目３番７号 

       八重洲ファーストフィナンシャルビル 

       ベルサール八重洲 ３階「Ｒｏｏｍ ４」 

       電話（０３）３５４８－３７７０ 

 

 

 

（交  通） ｢日本橋駅｣ Ａ７出口 直結（東西線・銀座線・浅草線） 

       ｢東京駅｣  八重洲北口徒歩３分（ＪＲ線・丸ノ内線） 


